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令和３年８月豪雨に関する緊急要請 

 

令和３年８月１１日からの記録的な豪雨により、九州各地では、平成２９年の九州北部  

豪雨災害から５年連続となる河川の氾濫や大規模な浸水、土砂崩れなどが起こり、多くの  

尊い人命が失われる人的被害が発生するとともに、住宅・建物の浸水・倒壊、農地の冠水、

道路、橋梁、河川など生活インフラや交通の寸断、さらに、農林水産業や商工業、観光業へ

も甚大な被害が発生し、住民生活や経済活動に深刻な影響を及ぼしている。 

一方、新型コロナウイルス感染症については、感染力が強いデルタ株の影響により感染者

がこれまでになく急激に増加しており、九州においても、福岡県、沖縄県に緊急事態宣言が

発出され、熊本県、鹿児島県、佐賀県、長崎県、宮崎県にまん延防止等重点措置が適用され

ているが、他県においても感染者数の急増がみられる状況にあり、今回の豪雨災害が重なる

ことで複合災害の様相を呈している状況にある。 

こうした中、被災地の自治体では新型コロナウイルス感染症対策を実施しながら最大限の

被災者支援を行うとともに、被災状況の把握と応急的な対応に全力を挙げて取り組んでいる

ところであるが、被災地の住民が一日も早く日常の生活を取り戻すためには、国による復旧・

復興に向けた財政支援など、迅速かつ丁寧な対応が不可欠である。 

よって、国においては、集中的な投資により被災地の一日も早い復旧・復興に向けた取組み

を強化、加速するとともに、下記事項について、既存の制度等にとらわれることなく、迅速

かつ万全の措置を講じるよう強く要請する 

 

記 

 

１ 激甚災害の早期指定 

〇 今回の災害は、複数の県にまたがる広域災害であり、「激甚災害に対処するための特別

の財政援助等に関する法律」に基づき、激甚災害（本激）として早期に指定し、特別の 

財政措置を講じること。 

 

２ 被災者の生活再建への支援 

〇 被災者が安全・安心な生活を取り戻すため、被災者生活再建支援制度について、適用

条件の緩和など、更なる充実を検討すること。また、短期間で複数回被災した世帯の  

負担軽減策など、幅広く生活再建支援策を講じること。 

 

３ 被災自治体への人的支援 

〇 被災地の復旧を図るため、国等による支援職員等の継続的な派遣措置を講じること。

また、派遣する職員の感染症予防対策について国として支援すること。 

 

４ 道路・橋梁・河川・その他公共施設等の早期復旧に向けた支援 

〇 道路、橋梁、河川、その他公共施設等の全面的な早期復旧に向け、財政的・技術的な 

支援を含め特段の措置を迅速に講じること。 
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５ 災害査定の早期実施と災害復旧事業の推進 

〇 災害復旧事業に早期に着手できるよう、公共土木施設、農林水産業用施設等の災害  

査定を迅速かつ柔軟に対応するとともに、十分な財政措置を講じること。なお、災害  

復旧事業については、再び災害が発生しないよう国土強靭化につながる改良復旧を積極

的に推進すること。 

 

６ 浸水対策の推進 

○ 今回の豪雨を含め、幾度となく甚大な浸水被害が発生しており、今後も気候変動に  

伴う降雨の激甚化が想定されることから、計画規模を超える降雨などに対する浸水対策

の抜本的な強化と計画の前倒しも含め加速化を図るとともに、十分な財政措置を講じる

こと。また、既存の排水施設の機能強化及び必要な施設整備などによる排水処理体制の

強化に対する財政措置を講じること。 

 

７ 災害廃棄物の処理支援 

〇 大量の災害廃棄物が発生しているため、被災自治体が実施する災害等廃棄物処理事業

について、処分先の確保や広域処理体制の整備等に係る支援を行うとともに、処理費用

に対する国の予算を十分に確保すること。 

○ 災害に伴って発生した漂流・漂着物等の回収・処理については、災害関連緊急大規模

漂着流木等処理対策事業における補助対象区域を一般公共海岸も含む海岸全域とする 

など採択基準を緩和するとともに、激甚災害に指定された場合は補助率の嵩上げを行う

こと。 

 

８ 農林水産業や商工業の復興に向けた支援 

〇 農林水産業及び商工業については、新型コロナウイルス感染症による影響が長期化 

する中、たび重なる浸水被害により経営に深刻な支障をきたしている生産者及び事業者

に対し、農地や被災施設等の復旧、生産活動の再開や事業の回復に向けた集中的な経営

支援策等の十分な財政措置を講じること。 

 

９ 観光産業に対する支援 

〇 新型コロナウイルス感染症による影響がある中、被災地にある旅館、ホテル及び観光

施設は、豪雨による損害に加え、予約のキャンセルが出ている状況にあることから、  

風評被害防止のための国内外に向けた正確な情報発信を行うとともに、必要な観光支援

策を講じること。併せて、観光産業が地域経済を支えていることを踏まえ、旅館等が  

廃業に追い込まれないよう、なりわい再建支援補助金、被災小規模事業者再建事業  

（持続化補助金）と同等の事業者への再建支援策を講じること。 

 

１０ 文化財の早期復旧に向けた支援 
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〇 文化財の復旧については、国指定文化財はもとより、県・市町村指定文化財やこれら

と同等の価値を持つ未指定文化財も含めて、財政的・技術的な支援を含め特段の措置を

迅速に講じること。 

 

１１ 被災自治体への財政上の配慮等 

〇 被災自治体において生じる応急対策や被災者の救援、被災した公共施設の防災対策 

など復旧・復興対策等に係る特別な財政需要について、被災自治体の行財政運営に支障

が生じることのないよう、国庫補助負担金や特別交付税をはじめとした地方財政措置に

よる必要かつ十分な財政支援策を講じること。 

〇 今回の災害による農林水産業や商工業、観光業等への甚大な被害は、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により大幅な減収が見込まれている市町村の今年度税収に、さらに 

深刻な影響を及ぼすものであるため、減収補填債の対象税目の拡大とともに、資金に  

ついては財政融資資金などの公的資金を確保すること。 

 

１２ 新型コロナウイルス感染症対策への支援 

〇 避難所や仮設住宅における感染防止対策等に必要な物資や資材等の供給を確保すると

ともに、避難所における感染防止の対応について、国において周知、助言を行うなど、

必要な対策を講じること。 

 

 

 

 

令和３年８月 

   全国市長会  会長   立 谷 秀 清 

   九州市長会  会長   田 上 富 久 


